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地域鉄道の安全対策（令和5年度補正:66億円の内数 令和6年度:45億円の内数）

社会資本整備総合交付金（地域公共交通関連）

地域公共交通確保維持改善事業

地域公共交通リ・デザイン関係予算一覧 （令和５年度補正予算・令和６年度予算）

1. 地域公共交通のリ・デザインの加速化
● 共創・MaaSプロジェクト

・AIオンデマンド・MaaS等「デジタル」や多様な関係者（医療・介
護、教育・スポーツ、農業・商業、環境等）の「共創」による交通
プロジェクトを各地の足の現状３類型（A・B・C）に応じて支援
・モビリティ「人材」（プロデューサー・コーディネーター、
DX人材など）の育成支援

自動運転バスの運行

C 大都市など

A 中小都市、交通空
白地など

B 地方中心都市など

●自動運転社会実装推進事業
2027年度100か所以上の目標に向けて
自動運転の社会実装に係る取組を支援

● ローカル鉄道の再構築支援
ローカル鉄道に係る公共交通再構築に向けた協議の場の
設置、調査・実証事業を支援

2. バス・タクシー等公共交通事業者の人手不足対策
● 旅客運送事業者の人材確保
・２種免許取得、採用活動等、人材確保のために行う取組を支援
・女性・パートタイム運転者拡大のための勤務形態柔軟化・設備投資
促進等「タクシー不足に対応する緊急措置」の推進

● 交通DX・GXによる省人化・経営改善支援
地域交通事業者によるDX・GX等による利便性向上や人材確保に資する取組に対して支援
・キャッシュレス・配車アプリ、運行管理システム、EVバス・タクシー導入 等

（令和5年度補正:542億円の内数 令和6年度:5,065億円の内数）

訪日外国人受入環境整備（交通）

連節バス 観光列車ICカード

財政投融資

・公共交通におけるバリアフリー整備
・車両の更新等地域鉄道における安全対策の推進

３. 既存の地域交通に対する支援
・地域公共交通計画に基づく地域公共交通の運行等の支援強化
・賃上げ等のための運賃改定を実施する事業者に対する支援強化

先進車両導入支援事業
（令和6年度:6億円）

（令和5年度補正:279億円 令和6年度:208億円）

（令和5年度補正:244億円の内数 令和6年度:14億円の内数）

公共交通機関におけるストレスフリーで快適に旅行できる環境を整備するため、多言語対応の強化、
キャッシュレス決済の普及、バリアフリー化の推進等に関する個別の取組に対して支援

・車両の大型化や荷物スペースの設置、観光車両の導入・改良

・多言語対応のデジタルサイネージ、デジタルを活用した混雑状況の可視化 等

（令和6年度:102億円）

・バス・タクシー・鉄道等のDX・GX投資に対する出融資・バス停留所や鉄道施設等の施設・設備に対する支援

・鉄道・バスに係るEV車両等の先進的な車両導入・改良を支援

・地域鉄道における安全性向上に資する設備整備を支援



自動運転社会実装推進事業

・地域づくりの一環として行うバス・タクシーサービス等について、

地方公共団体が実施する社会実装に向けた自動運転の取り組みを支援

【補助対象者】地方公共団体及び道路運送事業者等

【補助率】調整中 ▲茨城県境町の自動運転バスの運行

共創・MaaSプロジェクト

・官民、交通事業者間、他分野の共創による交通プロジェクト

（地域の類型化と中小都市、交通空白地などにおける定額補助の創設）【拡充】

・MaaSの広域化や交通データの利活用の推進

・AIオンデマンド交通等の新しいモビリティの導入

・地域モビリティ人材（まちづくりはじめ他分野との連携、DX等）の育成

【補助対象者】交通事業者等を含む複数の共創主体で構成される協議会や

連携スキーム等

【補助率】２／３等
医療×交通 介護×交通 エネルギー×交通 教育×交通

ローカル鉄道の再構築支援

・地方公共団体又は鉄道事業者は、大量輸送機関としての鉄道の特性を生かした旅客運送サービスの持続可能な提供が困難な線
区（特定区間）について、国土交通大臣に「再構築協議会」の組織を要請。

・国土交通大臣は、関係地方公共団体に意見を聴取し必要と認める場合、再構築協議会を組織。

・協議会開催、調査事業・実証事業について、「地域公共交通再構築調査事業」により国が合意形成を支援

【補助対象者】再構築協議会、法定協議会、任意協議会又はこれら協議会の決定に基づき事業を行う地方公共団体

【補助率】１／２

地域公共交通確保維持改善事業（ 1. 地域公共交通のリ・デザインの加速化）



地域公共交通確保維持改善事業（2. バス・タクシー等公共交通事業者の人手不足対策）

旅客運送事業者の人材確保

・バス・タクシー事業者等が行う人材確保セミナーや

PR資料の作成等の広報業務を支援

・二種免許取得費用の支援

【補助対象者】交通事業者

【補助率】１／２ 等
非接触型クレジットカード・QRコード

（データ収集→路線・ダイヤの効率化）

離島航路・航空路の運航への支援

・離島住民の日常生活に不可欠な交通手段
である、離島航路・離島航空路の運航等を支
援

【補助対象者】交通事業者

【補助率】１／２等

地域公共交通確保維持改善事業（３. 既存の地域交通に対する支援等）

鉄道車両更新

公共交通におけるバリアフリー整備の推進等

・バリアフリー化のためのノンステップバス・福祉タクシーの導入、

鉄道駅における内方線付き点状ブロック等の整備

・経営基盤の脆弱な地域の鉄道の施設・車両の更新

【補助対象者】交通事業者等 【補助率】１／３等

地域公共交通計画に基づく地域公共交通の運行等の支援強化

・地域間交通ネットワークを形成する幹線バス交通の運行や車両購入等を支援
（賃上げ等のための運賃改定を実施する事業者に対する支援強化）【拡充】
・過疎地域等のコミュニティバス・デマンドタクシー・自家用有償旅客運送等の運行
や車両購入 等
【補助対象者】交通事業者等

【補助率】１／２等

エリア一括協定への長期安定的な支援（補助額算定要件の
緩和）【拡充】

・自治体と事業者は、交通サービス内容、費用負担等の協定を
締結

・国は、複数年支援の額を事前明示(事業改善インセンティブ)

【補助対象者】交通事業者等 【補助率】１／２等
交通手段
が重複

ネットワー
クの統合
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協定運行 線

路
側

ホ
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ノンステップバス 福祉タクシー 内方線付き
点状ブロック

案内板(触知・音
声読み上げ等)

交通DX・GXによる省人化・経営改善支援

・新たな決済手段や交通情報データ化等

【補助対象者】交通事業者等

【補助率】１／３等



○まちづくりと連携した公共交通の基盤整備

地域づくりの一環として、地域公共交通ネットワークの再構築に必要なインフラ整備に取り組む地方公共団体への支援を可能とするた
め、地方公共団体が、地域公共交通計画及び立地適正化計画その他のまちづくり・観光計画において中長期的に必要なネットワーク
（鉄道・バス路線）を位置付けた場合に、ネットワーク形成に必要な施設整備等に関する地域の取組を支援

地域公共交通再構築事業 - 社会資本整備総合交付金 -

【交付金事業者】 地方公共団体 ※交付金については、地方公共団体からの補助金を受けて、民間事業者等も事業実施可能

【補 助 率】 1/2

【交付対象事業】 地域公共交通特定事業※の実施計画の認定を受けた、利便性・生産性・持続可能性の向上に資する施設整備
※地域公共交通活性化法に基づく、ローカル鉄道に係る公共交通再構築やバス路線の再編等を行う事業実施計画

・鉄道施設（駅施設、線路設備、電路設備、信号保安設備等）の整備

・バス施設（停留所・車庫・営業所・バスロケ施設・EVバス関連施設（発電・蓄電・充電）等）の整備

※上記とあわせて、効果促進事業（地方自治体の作成する社会資本総合整備計画ごとに交付対象事業全体の20％を目途）で、鉄道・バスに
係るEV車両・自動運転車両などの先進車両の導入も支援

※JR本州3社又は大手民鉄の路線については、補助対象経費は総事業費の2/3を上限

（1/3は事業者の自己負担）

EVバス充電施設の設置 営業所/車庫の整備

停留所の設置既存施設の撤去駅の新設・移設・改築

EVバス車両の導入

高速化（軌道強化） 鉄道とBRTの連携

乗入れ

専用道

DX/GX車両の導入

※JRに関し、「新会社がその事業を営むに際し当分の間配慮すべき事項に関する指針」の運用を何ら変更するものではない

令和6年度予算
506,453百万円の内数

＊先進車両導入支援事業（R6年度予算：600百万円）も併せて活用。



○交通事業者の持続可能性を高めるためのＤＸ・ＧＸ投資に対する金融支援

○ 交通事業者は、従来からの厳しい経営環境に加え、コロナ禍による需要減、燃料費の高騰・不安定化等によって
危機に瀕しており、加えて、カーボンニュートラル（CN）への対応等の厳しい課題に直面している。

○ こうした状況を打開するためには、DXやGXを通じたサービスの効率化・高度化による利便性の向上と、事業者の
生産性の向上による経営力の強化が不可欠であるが、それらの投資は長期、多額、大規模にもなり得、民間金融の
みでは資金を賄うことが困難。

○ このため、財政投融資を活用し、投資の促進を図る（（独）鉄道・運輸機構を通じた金融支援の実施）。

主な支援要件

【対象事業者】
・認定を受けた道路運送高度化実施計画等に基づく事業を行う交通事業者等
（バス・タクシー・鉄道事業者や、エネルギー・IT・リース会社等の共創事業者を含む）

【貸付条件】
・償還確実性が認められること ・融資の額が総事業費の50％を超えないこと

交通DXの支援対象（例）

効率的なルート決定が可能とな
るAIオンデマンド交通の導入や
、
路線バスや鉄道への非接触型ク
レジットカード決済手法・QRコ
ード決済手法の大規模導入と
定期券購入のオンライン化

交通GXの支援対象（例）

EV車両の大規模導入と、その運
用を可能にするための運行管理
システムに充電管理を一体的に
実施する機能を加えたエネルギ
ーマネジメントシステムの構築

AIオンデマンド交通
（スマホや電話で乗車予約→AIによるルート決定）

非接触型クレジットカード・QRコード
（データ収集→路線・ダイヤの効率化）

※貸付の実行にあたっては（独）鉄道・運輸機構による審査が必要

令和6年度財政投融資
10,200百万円



内閣府
沖縄総合事務局Ｒ５年度補正及びＲ6年度当初予算関係
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（共創・MaaS実証プロジェクト）
国土交通省予算



内閣府
沖縄総合事務局Ｒ５年度補正及びＲ6年度当初予算関係
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（デジタル実装）
国土交通省予算



内閣府
沖縄総合事務局Ｒ５年度補正及びＲ6年度当初予算関係
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（2050年カーボンニュートラルに向けた公共交通
等における脱炭素化の推進）

国土交通省予算

出典：環境省 脱炭素地域づくり支援サイト



内閣府
沖縄総合事務局Ｒ５年度補正及びＲ6年度当初予算関係
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（2050年カーボンニュートラルに向けた公共交通
等における脱炭素化の推進）

国土交通省予算

出典：環境省 脱炭素地域づくり支援サイト



内閣府
沖縄総合事務局Ｒ５年度補正及びＲ6年度当初予算関係

11

（2050年カーボンニュートラルに向けた公共交通
等における脱炭素化の推進）

国土交通省予算

出典：環境省 脱炭素地域づくり支援サイト



内閣府
沖縄総合事務局Ｒ５年度補正及びＲ6年度当初予算関係
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（公共交通利用環境の革新等）
観光庁予算



内閣府
沖縄総合事務局Ｒ５年度補正及びＲ6年度当初予算関係
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（地域における受入環境整備促進事業）
観光庁予算



内閣府
沖縄総合事務局Ｒ５年度補正及びＲ6年度当初予算関係
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（新たな交流市場・観光資源の創出事業）
観光庁予算



国

○持続可能な交通環境構築調査事業
・ 過度な自家用車依存から脱却し、公共交通等への転換を図るた
めの調査検討を実施。

〇持続可能な交通環境構築推進事業
・住民・観光客や地域の企業等の参加による交通サービスデザイ
ン等に基づく自治体・民間団体等による公共交通転換、交通利用
環境改善の取組を支援。

〇沖縄では、自家用車送迎・通勤をはじめ、くらしや働く環境・観
光周遊における自家用車依存が依然高く、渋滞が慢性化し生活や
経済に影響するとともに、公共交通サービスの利用者は減少しそ
の役割に支障をきたしかねない状況です。

〇また、運輸部門のCO2排出量割合は全国に比して大きく、排出量
も増加傾向となっています。

〇今後、生産年齢人口の減少、インバウンド等の増加が見込まれる
なか、沖縄において持続可能なくらしや観光、それを支える交通
環境をつくっていくためには、交通インフラ整備を進めつつ、交
通関係者だけでなく、地域の住まう方や訪れる方、地域の企業や
観光・教育・まちづくり関係者など交通を活用する側とともに、
それらのあり方を含めたトータルでの交通サービスの再デザイン
に取り組むことが求められています。

〇本事業は、沖縄の持続可能な交通環境構築に向け、住民・観光客
や地域の企業等の参加による交通サービスデザイン等に基づく自
治体・民間団体等の公共交通転換・交通利用環境改善の取組を支
援します。

沖縄持続可能な交通環境構築推進事業費（内閣府沖縄振興局参事官（振興第一担当））
令和６年度予算案 ０．６億円

（新規）

○慢性的渋滞の緩和、生産性の向上。

〇運輸部門におけるCO2排出量の削減。

〇くらしや観光を支える持続可能な交通環境の構築。

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ 期待される効果

県、市町村、
民間団体等

補助金

民間団体等

委託費

住民等との対話イメージ （出典）国土交通省HP

（具体例）
・ 自治体による交通・まちづくり計画等の策定に関連して住民・
観光客や地域企業等との対話・協働を図る事業。

・ 地域と交通との連携による公共交通利用環境改善に向けた構想
策定・実証等。

関係者が連携した交通環境改善イメージ
（写真）沖縄県提供資料

交通

観光くらし

教育
まち
づくり

働き方


